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1. はじめに

近年，雇用されている障害者数，障害者の実雇用
率ともに継続的に過去最高の数値が更新されておりi，
一般企業で働く障害者は増加してきている。そのよ
うな中，障害者の雇用に向けた支援施策の一つであ
る，障害者職業訓練の重要性もますます高まってき
ていると言えよう。

それにもかかわらず，障害者への支援の中でも，
とりわけ障害者職業訓練について，一般の国民はも
とより，（障害者と関わっていない）職業訓練関係
者や，（労働行政等とあまり関わっていない）障害
者支援関係者といった専門家に，必ずしも十分理解
されているとは言えない状況にあるのではないだろ
うか。筆者がそのように考えるのは以下の2つの状
況からである。

まず，障害者職業訓練が，職業訓練という分野
の中で，あまりメインストリームとして扱われてい
るとは言い難い側面がある。例えば，職業訓練指導
員となるための標準的なテキストである『職業訓練
における指導の理論と実際』（職業訓練教材研究会，
2012）では障害のある訓練生への支援方法について
触れられてはいるものの，その記述量は決して十分
とは言えないであろう。

一方で，障害者の「就労支援」という用語は，主に，
障害者が労働者というより福祉サービスの利用者と
され，労働関係法規が適用されていない社会福祉施
策の中で扱われるか，あるいは労働施策の中でも特
に公共職業安定所を初めとする職業安定に関する文
脈で使用されることが多く，障害者就労支援の中の

一要素として含まれる障害者職業訓練制度について
注目されることは，隣接分野に比べ多いとは言えな
い。すなわち，福祉的施策の法律である「障害者総
合支援法」下での就労継続支援Ｂ型，就労移行支援
といったサービスの類型や，職業安定局が所掌する
法律である「障害者の雇用の促進等に関する法律（以
下，障害者雇用促進法）」下での障害者雇用率制度や，
地域障害者職業センターや障害者就業・生活支援セ
ンターといった，いわゆる「職業リハビリテーショ
ン制度」に焦点が当てられることが多い一方でii，特
に障害者を対象とした「職業能力開発促進法」下の
制度については，様々なメニューが用意されている
にも拘わらず十分に目が向けられてきたとは言い難
い現状にあるiii。

このような状況もあり，特に一般の離職者等を専
ら対象としてきた職業訓練指導員にとっても，また
障害者職業訓練分野とも連携を取りながら障害者就
労支援を進める専門家にとっても，障害者職業訓練
の概要を把握しにくくなっている場合があると思わ
れる。そこで本稿では，まず障害者全体の状況や障
害者職業訓練を含めた障害者の就労支援の状況を概
観する。次に，障害者への職業訓練はどのような体
系で行われているのか概観する。その上で，それら
障害者職業訓練の活動の中で，課題となっているの
はどのようなことなのか検討する。このように進め
ることで，障害者就労支援の概要をあまりご存知な
い職業訓練の専門家に加え，障害者職業訓練の概要
をあまりご存知ない福祉等の関係者の理解の一助と
することを意図するものである。

なお，職業訓練は人間の一生涯にわたる発達とも
密接に関係する活動であり，職業能力を開発する活
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図1　就労支援施策の対象となる障害者数/地域の流れ（厚生労働省v）
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動は様々な場面・文脈で行われると捉えることがで
きるが，本稿ではいわゆる狭義の職業訓練，すなわ
ち労働行政，特に「職業能力開発促進法」制度下で
取り組まれている活動を中心に扱うこととする。ま
た，本稿で言う「就労」とは企業で雇用されて働く
形態に加え，就労継続支援Ｂ型，就労移行支援等福
祉サービスの事業所で働く形態も含むこととする。

「就労支援」とは就労やその継続のための支援であ
り，職業相談，就職のための面接練習・履歴書作成
の指導等とともに，職業訓練も含まれるものとするiv。

2. 障害者の状況，障害者就労支援制度の概要

まず障害者全体の状況について触れておきたい。
障害者とは，平成23年に改正された障害者基本法で
は「身体障害，知的障害，精神障害（発達障害を含
む。）その他の心身の機能の障害がある者であって，
障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社
会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」とさ
れる。すなわち，身体，知的，精神のいわゆる「3
障害」に相当する人が原則的に障害者とされている
が，「社会的障壁」にも言及することで制度の狭間
で支援対象から漏れてしまう場合がないようにして

いくことも念頭に置かれている。実務上では，労働・
雇用や，福祉・年金，教育などの法律や制度により，
どのような状態が障害者に該当するのか異なる場合
があり，留意や確認が必要である。

障害者の数であるが，『平成26年版障害者白書』（内
閣府，2014）によれば身体障害者390万人程度，知
的障害者74万人程度，精神障害者320万人程度となっ
ている。また，厚生労働省社会・援護局障害保健福
祉部（2013）によればそれぞれの障害によりどの年
齢層が多いのかが異なるが，身体障害について言え
ば半数以上が高齢者（65歳以上）となっている。一方，
知的障害者である療育手帳所持者は30代，精神保健
福祉手帳所持者は40代の割合が多くなっている。ま
た，生産年齢人口の定義（15歳以上65歳未満）に近
い年代である18~64歳までの在宅障害者は約324万
人となっている。

次に障害者の就労支援施策の対象となる障害者数
等であるが，障害者のうち，厚生行政の管轄する就
労継続支援Ｂ型などの障害福祉サービスの中の就労
支援を利用する人は20万人以上であり，一方労働行
政の範疇である企業等で雇用されている人は約43万
人となっている（図1）。また，かつては障害福祉サー
ビス（現行制度では就労継続支援Ｂ型，就労移行支



図2　わが国における就労支援にかかる諸制度（關， 2016）
出典：關宏之「障害者の就労の現状」社会福祉士養成講座編集委員会編 『新・社会福祉士養成講座18就労支援サービス
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概観すると，特に障害者を対象とした訓練と，障害
の有無に拘わらず離職者や学卒者を対象とした訓練
とに分けられよう。障害者職業訓練という場合，双
方に目を向ける必要があるだろう。ちなみに（障害
者のみを対象とした職業訓練を除く）一般の公共職
業訓練の受講者数は，離職者を対象とした訓練の受
講者数が，平成24年度は約13.9万人，平成25年度は
約12.9万人，平成26年度は約12.3万人となっている。
また平成24年度から26年度まで，毎年約5800人程度
が学卒者を対象とした公共職業訓練を受講している
とされる（厚生労働省中央訓練協議会，2015）。

また，特に障害者を対象とした訓練に限定した場
合の職業能力開発施策として，「一般の職業能力開
発校への障害者の入校促進」「障害者職業能力開発
校の設置・運営（全19校）」「障害者の態様に応じた
多様な委託訓練（平成16年度開始）（以下，多様な
委託訓練）」「地域における障害者職業能力開発促進
事業（平成22年度開始）」の4つが，厚生労働省職業

援など）から一般企業へ移行する人数は少なかった
が，近年徐々に増加しつつある状況である。

障害者の就労支援に関する取り組みは，労働行政
（職業能力開発行政や職業安定行政等）の他，厚生
行政，さらには特別支援学校など文部科学行政等で
も行われており，その概要は図2の通りである。特に，
職業訓練を専門とする読者においては，障害者職業
訓練は障害者就労支援という一連の大きな施策・制
度の一部を構成するものであることを理解された
い。すなわち，職業能力開発校以外にも障害者就労
支援を行う様々な機関があり，職業能力開発校だけ
では対応が困難な，生活上や就労継続支援等の問題 
については他機関との連携が不可欠ということになる。

3. 障害者の職業訓練制度の概要

職業能力開発行政では各種の職業訓練を展開し
ているが，障害者職業訓練という観点からそれらを



表1　障害者職業能力開発校の概要（厚生労働省）vi
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受けることが困難な重度障害者等に対しては，その
障害の態様に配慮した職業訓練が実施されている。
障害者職業能力開発校は，国立が13校，都道府県立
が6校で，全国に19校が設置されているが，国立の
13校のうち2校は独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構に，11校は都道府県に運営が委託され
ている（表1）。

3.3　　障害者の態様に応じた多様な委託訓練
国が都道府県と訓練に係る委託契約を結び，都道

府県が事業の実施主体となり，企業，社会福祉法人，
NPO法人，民間教育訓練機関等を委託訓練先とし
て活用し，障害者の住む身近な地域で訓練を実施す
るものである。大型の施設を作り，障害者や高齢者
等にそこに通ってもらう，ということではなく身近
な地域で福祉などの様々なサービスが受けられるよ
うにするということが時代の趨勢であるが，この多
様な委託訓練もそのような流れに対応しているもの
であるとも言えよう。

そのタイプとしては，①知識・技能習得コース
（就職に必要な知識・技能の習得を図るため，民間

能力開発局（2011）から挙げられている。
平成24年度における障害者職業訓練の受講者数は

計8407人であり，内訳は障害者職業能力開発校にお
ける職業訓練2172人，一般校における障害者職業訓
練608人，多様な委託訓練5627人となっており，多
様な委託訓練が最も多い状況となっている。また受
講修了者のうち，施設内訓練では約7割，委託訓練
では約5割の就職率となっている（厚生労働省職業
能力開発局，2013）。以下，前掲4つの施策のうち，
最初の3つについて概要を記す。

3.1　　一般の職業能力開発校への障害者の入校促進
この施策としては主に2つのことが謳われてきて

おり，一つは一般の公共職業能力開発施設でのバリ
アフリー化の推進による障害のある訓練生の入校の
促進である。もう一つは知的障害者等を対象とした
訓練コースを一般の職業能力開発校に設置し，職業
訓練の機会を提供することである。

3.2　　障害者職業能力開発校の設置・運営
一般の公共職業能力開発施設において職業訓練を



1．障害校における職業訓練の強化について 
・特別支援障害者向け訓練コース等新科設置

のためのノウハウの向上
・国立障害校の運営に係る財源措置

2．一般校における障害者職業訓練の強化につ
いて

・障害者専門コースの設置促進
3．障害者の態様に応じた多様な委託訓練の強

化について
・委託訓練活用促進に向けた効率的な運営等
・新規委託先機関の開拓・新規参入の促進
・コストに見合った適切な委託単価の設定
・就職に資する効果的な訓練とするための質

の向上
4．効果的な職業訓練の実施・就職促進のため

の関係機関の連携強化について
・地域における実効あるネットワークの構築

5．障害者職業能力開発を推進していく上での
その他の課題

・障害者の特性等を踏まえた適切な評価（就
職率）

・キャリア形成に資する在職者訓練の推進

表2　障害者職業能力開発推進会議（2015）で示されて 
　 いる障害者職業訓練の課題
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4. 障害者職業訓練の課題

上述のように障害者職業訓練は時代の流れに
沿って少しずつ形を変えてきている。一方で，障害
者職業能力開発推進会議（2015）は障害者職業訓練
について表2のような課題を提示している。

これらの課題は前節で示した障害者職業訓練のカ
テゴリーごとに示される形となっている。詳細は同
報告書を見ていただきたいが，大まかに言えば，対
象者の拡大（重度障害者，在職者），職業訓練の質
の改善，職業訓練の安定供給のための環境整備（資
金・予算，職業訓練場所の確保・開拓等）といった
ことが示されている。これらの指摘はさらに障害者
職業訓練を時代の変化を見据えたものにいくための
ものであり概ね妥当であると言えよう。

ただし同報告書では十分には取り上げられていな
い課題もあるのではないかと考える。本稿では，私
見ではあるが，（1）職業訓練場面における合理的配
慮viiの提供義務，（2）障害者対象ではない一般訓練
コースにおける発達の問題が疑われる訓練生への対
応，（3）他機関との連携・ネットワーク構築業務を
誰が担当するのか，の3点を取り上げる。

4.1　　合理的配慮の提供義務
2016年4月より障害者差別解消法及び改正障害者

雇用促進法が施行された。これらの法律施行で大き
なトピックとなっているのが，差別禁止及び合理的
配慮の提供である。障害者の企業採用時や働き続け
る上での差別禁止や合理的配慮の提供について規定
するのが障害者雇用促進法であるが，雇用場面以外
での差別禁止・合理的配慮の提供について規定する
のは障害者差別解消法である。職業能力開発校では
職業訓練生は企業に採用されることを目指すが，あ
くまでも雇用前の職業訓練というサービスを利用し
ているので，職業訓練受講に関しては障害者差別解
消法の範疇となる。また，障害者差別解消法におけ
る合理的配慮提供は，民間事業者では努力義務と
なっているが公的機関は義務となっている。障害者
へ職業訓練を行う施設は，一般校であろうと障害者

教育訓練機関等を委託先として実施するコース），
②実践能力習得訓練コース（実践的な職業能力の開
発・向上を図るため，企業等を委託先として事業所
現場を活用して実施するコース），③ｅ-ラーニング
コース（施設への通所が困難な障害者等を対象に在
宅IT技能等の習得を図るため，インターネットを
利用して実施するコース），④特別支援学校早期訓
練 （特別支援学校高等部等に在籍する生徒を対象に
実践的な職業能力の開発・向上を図るため，企業等
を委託先として事業所現場を活用して実施するコー
ス），⑤在職者訓練コース（在職中の障害者を対象
として，雇用継続に資する知識・技能を付与するコー
ス）がある。
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専門の校であろうと国立や県立などの公的機関であ
る場合が多く，合理的配慮の提供は義務である場合
がほとんどであることが考えられる。

さて，障害のある職業訓練受講者に対し合理的配
慮を提供しなくてはならないということについて，
一般論として了解できる読者は多いだろうが，それ
でも具体的に考えていくと検討すべき点が未だにあ
るように思われる。

まず，障害のある訓練生の合理的配慮の要請に対
し，職業能力開発校側が変に「構えてしまう」とい
う事態の発生が想定される。実は合理的配慮の提供
ということ自体は全く目新しいものと捉える必要は
ないのかもしれない。すなわち，これまでも障害の
ある訓練生を受け入れるための工夫や配慮というこ
とは個別に現場で行われてきたと考えられる。ただ
し，法的裏付けができたため，今後は障害のある訓
練生と必要な配慮について相談し話し合い決めてい
くということを組織としてきちんと行っていく必要
があるということである。公的機関として，障害の
訓練生の合理的配慮の要請に対応できる体制作りが
必要となる。

また，一般校での一般離職者等を対象とした職業
訓練は集合形式で行われることがほとんどだと思わ
れるが，その中で障害のある訓練生に対し個別に配
慮をすることに，他の訓練生から十分な理解が得ら
れるのかという懸念から，合理的配慮の提供に慎重
になってしまう場合もあるかもしれない。例えば，
通常は手書きで仕上げる課題を上肢に障害のある人
にはパソコンを使ってもよしとする合理的配慮につ
いて，「不公平だ」と感じる障害のない訓練生もい
ないとは限らないviii。このような場合に，どのよう
に理解を得るのかは検討すべき課題である。また，
逆にこのような周囲の理解不足を恐れて合理的配慮
の申し出を控えてしまう障害のある訓練生がいない
かどうか，職業能力開発校側としてはよく留意する
必要があるのではないかと考える。

4.2　　発達障害の存在が「疑われる」一般訓練受
講の訓練生への対応

現在，発達障害が疑われる学生が高等教育段階で

も多く存在することが知られるようになり，またど
のように教育機関として対応・支援すべきか多くの
議論がなされるようになってきているが（たとえば
特別支援教育総合研究所，2015），それと同様のこ
とが職業訓練分野でも指摘できるのではないかと考
えられる。特に地方の職業能力開発校では，定員が
必ずしも充足しやすいとは限らず，そのために入校
の基準も緩やかになる場合があり，発達障害等の可
能性が疑われる訓練生が入校するという場合も発生
しているとのエピソードも耳にする。

本来ならば，障害の有無に拘わらず入校の基準に
達していなければ（もちろん障害のある人から申し
出があれば入校試験時点での合理的配慮の提供が必
要不可欠となるが），入校を認めないという対応を
取ることが可能かつ必要である。しかし，定員割れ・
施設の稼働率ということを考えると，そのような訓
練生でも受け入れざるを得ないという状況もあるよ
うである。その結果，受け入れることで集合形式で
の訓練運営が困難となったり，就職支援あるいは進
路指導に校として大変な苦労をする場合もあるとの
話を，職業訓練指導員研修受講者より伺ったことが
筆者にはある。また（障害の存在を自覚していたり
診断をされていても）障害があるということを入校
時点で伝えていない人や，さらには障害の存在自体
を自覚していない人もおり，そのような場合，当然
ながら合理的配慮の提供ということが難しくなる場
合もあるだろう。

根本的な解決策としては，入校時点での適切かつ
公正な選定を実施することではあろう。ただし，さ
らに言えばその前段階の，ハローワークや学校在学
中での適切な進路指導・職業ガイダンスということ
が必要だろう。そして，そのためには関係機関との
連携が必要となる。

また，入校した場合の適切な対応ということにつ
いても，ノウハウを蓄積していく必要があるだろう。

「訓練・学習の進捗等に特別な配慮が必要な学生へ
の支援・対応ガイド（実践編）」（高齢・障害・求職
者雇用支援機構職業能力開発総合大学校基盤整備セ
ンター・障害者職業総合センター，2015）も出され
ているが，さらに知見を蓄積する必要があるだろう。
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例えば，どのようなタイプや状況の人に対し訓練校
としてどのような対応をすることでどのような結果
となったのか，またそれらの結果を集約しどのよう
な関わりがグッドあるいはベターなプラクティスな
のか，さらにはその要素を抽出する，その実施度の
測定や促進・阻害要因を把握するという方向性も考
えられよう。

近年，障害者職業訓練分野では特別支援障害者と
いう概念が提唱されており，そのような障害種類の
ある人たちをいかに障害者訓練校（コース）で受け
入れるのか，ということに焦点が当てられている（職
業訓練上特別な支援を要する障害者の職業訓練の在
り方に関する検討会，2013）。ここでは，それに加え，

「（発達あるいは精神）障害者」ということで捉える
べきか不明に思われる人が一般校（一般コース）に
入った場合に職業能力開発校としてどのように対応
すればいいのかについてもさらに知見を進める必要
があることの指摘をしておきたい。

4.3　　他機関との連携・ネットワーク構築業務を
誰が担当するのか

訓練生募集においては職業訓練受講が適切な障害
者に職業訓練を勧める，また職業訓練を修了し就職
した障害者の職場定着や就労生活を支える，職業訓
練を修了しても就職への準備がまだ十分でない場合
に職業訓練後の進路支援をする，等の場面で関係機
関との連携をする必要がある。しかしながら「はじ
めに」で示したように，障害者職業訓練の分野は，
これまで障害者支援関係者にも職業訓練関係者にも
あまり十分に知られているとは言い難い状況であ
り，他機関との連携やネットワーク構築が十分にで
きているとは言えない状況にあるのではないだろう
か。このことは障害者職業能力開発推進会議（2015）
で障害者職業訓練の課題の一つとして挙げられてい
る「地域における実効あるネットワークの構築」と
も通じる面があるだろう。効果的な職業訓練の実施・
就職促進のための関係機関の連携強化やネットワー
ク構築（あるいはネットワークへの参加）がより一
層求められているのである。

それでは，職業能力開発校はどのように関係機関

と連携やネットワーク構築・参加をすればいいのだ
ろうか。連携やネットワーク構築・参加とは，結局
のところまずは「人」により開始されるものであり，
職業能力開発校の職員の誰かが担わねばならないも
のであろうが，誰が担うべきなのか十分な議論は行
われてこなかったのではないだろうか。

考えてみれば，障害のある児童・生徒の通う特
別支援学校には進路指導教諭がおり，福祉施策下の
就労移行支援事業所には就労支援員，とその組織に
とっての外部機関と連携することが重要な職務であ
る職員が配属されているのに対し，職業訓練ではそ
のような専門性のある職員の配置があまり明確には
示されてこなかったように思われる。職業訓練指導
員の役割などを確認しても，職業訓練教材研究会

（2012）では訓練生への指導（訓練の実施）だけで
はなく，コーディネータとしての役割があることが
示されてはいるが，関係機関との連携をどのように
するかはあまり明確には示されていないように見受
けられる。他機関との連携・ネットワーク構築業務
を担うのは，職業訓練指導員がいいのか他の専門性
を持つ職員がいいのか，もし連携・ネットワーク構
築業務を担う専門職員を設置するのであればその職
員は具体的にはどのような役割・職務を担っていく
べきなのか，その職員と職業能力開発校内の指導員
とでの校内連携はどのように進めればいいのか，等
を早急に検討していく必要があるのではないだろう
か。

5. おわりに

以上，障害者職業訓練の概要と課題を見てきた。
冒頭に述べたように，障害者職業訓練という分野は，
あまり関係者にも十分に知られているとは言えない
状況である。それは他の分野に比べ，訓練生（利用者）
の数や専門職の人数が，関連する他分野に比べ小規
模ということも影響しているのかもしれない。また
そのために対応していくべき課題もあるが，その解
決に十分に取り組めていない部分もあることも考え
られる。

しかしながら，障害者職業訓練は障害者支援分野
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策の課題と今後の対応策について<http://www.mhlw.go.jp/
file/05-Shingikai-11801000-Shokugyounouryokukaihatsukyoku-
Soumuka/0000080190.pdf>

特別支援教育総合研究所（2015）発達障害のある学生支援ガイド
ブック，ジアース教育新社

＜注＞
  i 毎年，厚生労働省では障害者の雇用状況を公表している。

本稿執筆時点での最新情報は平成27年11月のものである。
<http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000105446.html>

 ii 国家資格である「社会福祉士」の19ある受験科目の一つとし
て，「就労支援サービス」という科目が設定されている。この
科目で使用される各出版社の教科書を見てみても，障害者や
低所得者等への就労支援制度が全般的に取り上げられている
が，障害者職業訓練に割かれているページは他に比べ決して
多いとは言えない。例えば代表的なテキストである中央法規
出版『就労支援サービス（第4版）』やミネルヴァ書房『就労
支援（第2版）』での障害者職業訓練（職業能力開発）に関す
る記述量は，他機関と比べやや少ないものとなっている。

 iii ただし，本誌「技能と技術」や「職業能力開発ジャーナル」
でも何度か，障害者への職業能力開発に関する特集は組まれ
てきている。例えば本誌では2006年4号（障害者の職業能力開
発），2008年6号（発達障害者に対する職業能力開発），2010年
2号（障害者に対する職業能力開発の現状とその課題）となっ
ている。

 iv なお，福祉施策的な観点からは，就労継続支援Ａ型・Ｂ型の
ように，就労する場の提供や構築，あるいは工賃向上も就労
支援の重要な目標となっている。

 v http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_
kaigo/shougaishahukushi/service/shurou.html

 vi http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/
shokugyounouryoku/training_worke/syougai/index.html

 vii 障害者の権利利益を侵害することとならないよう，障害者が
個々の場面において必要としている社会的障壁を除去するた
めの必要かつ合理的な取組であり，その実施に伴う負担が過
重でないもの。（内閣府，2015）

viii 肢体不自由である上肢機能障害の場合，理解は得られやすい
かもしれないが，例えば発達障害の一つである「発達性運動
性協調障害」の場合，そもそもその障害の存在を指導員には
開示していても同級生には開示しているとは限らず，理解は
得られにくい可能性がある。

の中では最も歴史があり，また様々な特定の職業能
力を開発するという他では代替できない重要な分野
である。今後，他の分野との交流や協働，実践・研
究に関する情報発信・情報普及により，その存在感
を高めていくことが求められるのではないだろう
か。
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